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引き続き、ご支援をお願いします！
◆多摩中事件｢棄却｣の裁決届く◆

[image: image3.wmf]5月25日、多摩中事件の人事委員会審理の裁決も出ました。石川中判決文と比べ、採決は、委員（長）の「認定事実」とするところは１００％、処分者の「事実」を採用したもので、請求人である私の主張やそれを裏付ける証拠・証言は一切無視しています。聞かなかった、見なかったかのようです。人事委員会の委員（長）も都教委と同じく石原の任命した人たちですから初めから結論は見えていましたが、審理した形跡さえ裁決書に出ていません。これでは人事委員会の権威さえ失せてしまうというものです。
早速、地裁提訴の準備を始めます。2001年2月から翌年3月までの
攻撃そして減給処分の結末から2年余り。この間都教委の暴走ぶりはますますひどくなり、週案（＝1週間の授業計画）提出に応じなければ授業観察、｢君が代｣の伴奏を拒否しそうな教員は授業観察と脅し、
また実際に行い、そして今春とうとう「君が代」処分の中で横山教育長は、生徒が歌わないのは、教員に「指導力が不足しているか、学習指導要領に反する恣意的行為があったか…」と発言し、｢厳重注意｣を発令すると発表。｢指導力不足等教員｣とは｢日の丸・君が代｣に反対し、教育行政の指示に従わない教員であると、本性をむき出しにしました。私への攻撃開始直後の2001年3月、後述する多摩市教委石川教育長が吉田議員(ともに当時)に話した私についてのことは
まったくこれと一致することでした。先取り処分に遭わされた私と
しては、この点と交差させて主張していきたいと思います。

権力の意のままにならない教員を排除し、子どもに上命下服を叩き込む現在の学校教育を食い止めるために、皆様、引き続きご支援お願いします。
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裁決を読む◆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１）職務命令は違法・不当ではない。その理由は、
　①「男女平等、男女共生をテーマとする家庭科の授業も重要であるが、既に履修した領域を、3学期全部を充てて再度履修させたために、履修すべき領域が履修できなくなるような請求人の授業の進め方が、学習指導要領に沿ったものとは言えない」｢教科書を使用していない｣「保護者が強い不満を持っていた」。だから「本件授業には問題があった」。

②「校長が苦情を組織した」ことを「裏付ける具体的事実は認められない」

③「授業に問題があった｣のだから、職務命令は｢校長の改善目的に沿った正当なもの｣。職務命令が多かったのは、｢校長の職務命令を拒否し、校長の職務命令の意図に沿わない年間指導計画等を提出｣するなど、｢校長の職務命令に対する請求人の対応にあった｣。

２）｢指導力不足等教員の認定を受けていな｣くとも、「授業方法に問題があったの」だから、「職務命令は正当」である。それを｢拒否した｣のだから｢信用失墜行為｣である。

３）「授業方法に問題があったの」だから、教育基本法10条「不当な支配の禁止」でも学校教育法28条「教諭は教育をつかさどる｣違反でもない。

　　また、指導主事が「直接個々の教員を指導することを禁止・制限する規定は存在しない」。

４）｢指導力不足等教員｣にすることができなかった代わりの不当な処分、と請求人は主張するが」、①②の｢事実に照らしてその根拠がない｣。

①職務命令違反で市教委が動き出した2月5日の時点では、｢指導力不足等教員の判定会は開かれていない｣　

②石川教育長の狙いとそれを裏付ける発言について

｢『根津さんを現場から外すことが多摩に引き受けた大きな目的であり、今そのチャンスを狙っている』と石川教育長の発言として書かれた吉田市議の手紙｣は、「吉田市議が感じたこと｣を｢石川教育長の発言と置き換えて書かれて｣おり、「記述の正確性に疑問がある。したがって、請求人の主張は採用できない」。
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裁決は、私の授業に問題があった。だから改善のために職務命令を出したのであって、そこには「不当な支配」はない。指導力不足等教員非判定の代替とか、はじめから指導力不足等教員に陥れる意図などまったくない、という筋書き。私はともかくも、私と関係のない吉田市議の手紙と証言を、「採用できない｣として並べ立てた理由には、｢ふざけるな！｣と言いたい。

吉田さんは録音記録したのではないことから、「私が受けた感じとして」と証言したのです。一言一句同じではなくとも、教育長は吉田さんにこういった趣旨の話をした、と受け取るのが普通でしょう。それをこのように曲解するとは、それこそ人事委員会が処分者＝都教委と一体であることを示しています。（根津）
不当裁決に怒り！の声
「人事委員会は本当に“第三者機関”なのですか・・・！？」



裁決書の不公平きわまる事実関係を読んでさえも、「おお！有能な校長がこんなに熱心に指導したのに！」と誰が思えますか。校長の「職務怠慢、指導力不足」こそが指摘されるべきなのに、逆に教育委員会は校長を利用して処分を作り出した。このことを世の校長は我が身の安全と健康のために知るべし！です。

子どもたちも教員も仲間と力を合わせることが最も大切だった時代に教員をしていたことを、今更ながら思い起こします。失敗からさえ力を合わせて感動的な結果を作り上げていったという経験を、私たちの年齢なら誰しも一度ならずと経験してきたことでしょう。一方で校長と妥協のない闘いをし、他方で子どものことで校長も一緒に真剣に考え親身に教師の実践をサポートもした。職階の違いを超えて人間として信頼でき、尊敬できるかどうかの判断ができたのは、問答無用で校長に従わされるという強制がなかったからです。

多摩中の前島校長は、問題の解決どころか市教委・都教委に生け贄を差し出すためにあえて問題を作り上げた。2001年度に私たちが行動した結果、分かったことです。さらに人事委員会の審理傍聴と裁決から明白に読み取れます。大半の校長が、このような役割を担わされ、あげくに使い棄てにされた後、どんな誇りをもって余生を生きていけるのでしょう。身近だった管理職が退職後まもなく人生を終えたという報に接するたびに同情を禁じ得ません。

2001年2月の根津さんの授業に対して保護者から苦情が出たというなら、前島校長はすぐに当事者との話し合いを持つべきでした。すぐに取り組むことは学校では常識ですよね。それなのに4月にもなって、しかも多摩市教委に赴任したばかりの原田指導室長が「事情聴取」する、だなんて！事情聴取の直前の4月23日、私たちは事実関係の説明を求めて市教委に行き、校長がまず当事者どうしの話し合いを持ったのかと聞きました。しかし市教委は校長に確かめず、私たちに事情聴取の理由も保護者からの苦情の内容も説明せず、だから私たちは市教委に説明を求めて毎日のように足を運ぶハメになったのです。

さらに都教委の犯罪牲は、6月以前の校長・市教委の作為的なやり方に目をつぶって結果だけ利用して「指導力不足」攻撃を半年以上も続け、ついに矛先を引っ込めざるを得なくなっていきなり減給処分という、全く別の凶器に切り替えたことです。この立役者は新井課長でした。

2001年4月23日から2002年3月27日（処分書が渡された日）までの怒りが、走馬燈のように思い浮かびます。しかしどんなにねじ曲げた「採決」が出されようとも、 沢山の市民が足を運んで“真実”を見つめ続けたことに、誇りと希望を持ち続けたいですね。

古荘斗糸子
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異動問題第1回都人事委員会口頭審理報告
多摩中での攻撃の1年後の昨年、根津さんは異動の際、第5次処分とも言うべき「異動要綱」を逸脱した長時間通勤を強いられました。その人事委員会審理が始まり、4月26日の第1回目は初めに根津さんの陳述、その後2人の校長に対する尋問がなされました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
不服申し立て・審理さえも妨害する都教委は一体何なのだ？！

――証人の調布中校長（当時）を操り、都教委職員を傍聴動員させる都教委

　昨年審査請求した異動の審理が始まった。異動問題だからまさか、多摩中審理のように都教委関係の人間を傍聴動員するようなことはないだろうと思っていた。しかし私の認識不足だった。早い時間から都教委の職員と思われる人たちが10人以上傍聴券を手に入れようと待っている。そのうちの何人かに、「都教委の方ですか。誰かに指示されていらしているのですか」と訊いたが、誰一人答えてくれない。私と目を合わさないように「努力」をしていた。その人たちのほとんどが当たりくじを引いて傍聴席に着いた。ところが、である。審理開始15分くらいでそのうちの2人が席を立ち去った。私の支援・傍聴者を排除、妨害するために2人は傍聴券を引くだけに動員されたのか。一体、何なのか。それを指示した都教委幹部の思考の恥かしいこと…。そもそも都教委職員が、休暇を取らずに傍聴に来るとは、職場離脱行為であろう。どう甘く見ても職務とは言いがたい。
　　冒頭に行った意見陳述簡略版（請求人　根津公子）
　私は昨2003年度人事異動により、都教委から通勤時間往路で約102分、復路で約106分の通勤を強いられ、その不利益３点について、申し述べます。

(1)通勤時間が異動要綱の定めた｢90分以内｣を超えることについて

　往復で３時間半の通勤を強いられた私は、毎日が労働基準法に明記された８時間労働の保障から除外され、無給で超過勤務を強いられていたことになります。
　昨年３月５日、多摩中・山本校長から調布市立調布中への異動の内示がされた時、私は異動要綱が定めた通勤時間『90分以内』に抵触することを伝え、市教委に苦情をあげてほしいと要求しました｡

　そして翌６日、私は朝の通勤時間帯に年休を取って実地踏査をしました。案の定、90分では到着しませんでした。始業110分前に家を出て、調布中学校の正門前までで103分かかりました。職員室まではさらに４分かかります。しかし、都・市教委の回答は｢90分で通える｣｢調布からバスを使えば通えるはず｣というものでした。そこでその翌日の7日、私は調布駅からバスを使って実地踏査をしました。今度は正門前まで105分かかりました。その実地踏査報告書を校長を介して市教委に提出しましたが、都・市教委は頑なに｢90分で通える｣という判断を変えませんでした。

都教委は答弁書や準備書面で居直りを顕にしています。曰く、｢(異動は)任命権者の自由裁量事項である｣。曰く、「地方公務員として社会通念上、受忍すべき範囲を超えるものではない｣。「仮に請求人の調査した所要時間記録を前提としても往路12分、復路16分に過ぎない」等々。

異動要綱には｢60～70分を標準とするが、90分までは通勤可能な時間とする｣と、分単位で細かく時間を示しています。私の通勤時間を計る時だけどうして時間感覚が雑になるのでしょうか｡

(2)異動要綱の「過員解消のための異動」を濫用したことについて

　私は学級減による｢過員｣対象となり、異動をするよう山本校長から要請されました。私は、それを承諾し、協力する意思を校長に伝えていました。

　しかし３月17日、調布中に校長面接に行った時点で、調布中には家庭科の教員が引き続きいて、私はまたも｢過員｣であることがはっきりしたのです。
そこで2003年度の両校の週当たり必要講師時数を算出しますと、調布中では２時間、対して多摩中では9.5時間でした。あと１名正規教員を配置するとなれば、一般には多摩中のはずで、本件のような異動は一般にはありえないことです｡

なお、調布中への異動について処分者は、「家庭科の授業の充実を嶋校長が希望し、加配を申請した」と主張していますが、これは後になっての都教委による作り話です。ことの真相は審理の中で明らかになっていくことと思います。
(3)在任1年異動は、都教委が要綱逸脱を自ら認めた行為であることについて

　私は2004年度、調布中在任1年で立川市立立川第二中に異動になりました。2003年10～11月の異動希望調査の折、私は調布中・高橋校長から異動希望の有無を訊かれました。私は、「異動希望ではなく、2003年３月に遡って、異動作業をやり直してほしい。具体的には、『通勤時間90分以内』の学校への異動、あるいは多摩中に戻すこと」と要求し、結果、｢90分以内｣の立川二中になったのです。

　このことは、本件異動が2003年３月当時の異動要綱を逸脱したものだということを都教委が自ら認めたということだと思います。

　とすれば都教委には、1年間の違法・不当な扱いについて謝罪をし、失われた時間を返してほしい、と思います。私の生活権を侵害しておいて、「90分以内」に復元したから文句はないだろう、と言わんばかりの都教委の対応は承服できません。そこには、使用者責任の一片も人としての誠意も感じられませんし、人権教育云々する資格もないと思います。

　以上３点にわたって申し述べました。審理員の方には、私の受けた実損と精神的苦痛に思いを馳せ、公正な審理をしていただきたくお願い申し上げる次第です。



　　

◆異動内定後の2003年3月17日、私は調布中・嶋校長と面接した。以後嶋校長とは言葉を交わすことはなかったので、どんな人かは知らないが、20～30分の面接で受けた印象は、「気さくなおじさん」。初めに希望の所属学年や公務分掌を訊かれ、私は初対面の嶋校長に失礼にならないよう言葉を選び、「異動要綱の上限90分を超えた通勤時間なので、不服申し立てをしています。嶋校長には責任のないことなのでお気の毒、申し訳ないと思いますが、そういう事情で、希望は言えません」と答えた。しかし、面接という設定なので、校長の話を聞くだけは聞くことを伝えた。すると校長は、「本校の家庭科の先生は今、1年の担任なので来年は2年生に…」と始めた。びっくりした私が、「家庭科の方は転出されるのではなく、いらっしゃるんですか」と訊くと嶋校長は、率直に話された。
　しかし案の定校長は証言の場では、嘘をつかないと宣誓しながら、大嘘をついた。過員配置は校長の希望ではないことや家庭科のＴさんが異動対象になっては困るということなど、私と話した肝心なことは「記憶にな」かったり、「話さなかったと記憶している」と証言した。それなのに不思議にも、雑談の記憶だけは鮮明で、事実と違わず証言した。

ところで処分者・都教委の主張は、家庭科のT.T（＝チーム・ティ―チング）の希望を嶋校長が申し出たから調布中に過員配置したのだという筋書きである。このことについて嶋校長は次のように証言した。2月21日（金）、T.T希望の有無についての問い合わせが市教委指導室長からにあったので嶋校長は、24日（月）に市教委に出向いて申し込みをした。その際、職員に諮ることも、教頭に相談することも、なんと、家庭科のＴさんに聞くこともしなかったと言う。そんな学校を私は聞いたことがないが嶋校長曰く、しなかったのは、年度末の２月下旬という「時期の問題」と、「持ち時数のアンバランス感を他の教科と上手に按配していただく」ため、だったそうな。「持ち時間のアンバランス感」とは、家庭科教員の持ち時数が少なくなると他教科の教員が不公平さに不満を持つだろう、ということのようだ。そして、申し込んだその日に室長から即答をもらってからも、家庭科担当のＴさんにさえ何も話をしなかったのは、「もう、ずばり次期の校長に託そうというふうに考えていた」からだと言う。４月になって職員から疑義が出たら新校長よろしくというのでは、どこかのトップ交代のようだが、こんな下手な作り話を信じる人はいないでしょう。

なお「少人数制」や「ＴＴ制」を申し込む際、一般にはあるはずの申込書も回答書も存在しなかったという。これも不自然な話である。が、もっと不自然なのは、申し込んだその日に過員配置する旨の回答があったことである。学校は調布中だけではない。調布市の他の学校、あるいは全都の学校からはＴ・Ｔ希望がなかったのか、それとも早い者勝ちだったのか…？
◆家庭科を充実させ、生徒の問題行動防止をしようと考えた？！嶋校長◆

処分者準備書面に書かれてあったが改めて生身の人間の口から聞くと驚いてしまう。家庭科の過員配置を希望した理由を訊かれて嶋校長は答えた。

「家庭科の教科の目標をそのまま具現化すれば、そのまま、家庭での生活を充実させることになりますし、学校の課題の一つ（＝生徒の「荒れた」状況）を解決する」「家庭科を充実させることによって、生活を充実した方向に育てたいと考えた」と。これも前代未聞の対策です。

嶋校長証言の嘘は一目瞭然。子どもを騙すようなやり方でも都教委は審理をクリアーできると踏んでいるのだろうか…？


◆「苦情は一度市教委に通す。ここまでが校長の責務」◆

　多摩中校長は学級減により過員が生じたために異動申請をしたのだから表向きの理由は成立しており困ることはない。ただ、異動要綱を超える通勤時間について私が市教委に苦情を申し立ててほしいと要請したことに対しては、一度苦情を伝えたきりあとは障壁としかならなかったので、そのことを問うた。

「不服の申し立てがあるということを市教委に伝えるところは私の職務だと思いまして伝えました。それに対して､都教委が通えると判断している。そして、市教委も、それに従って判断しているということを本人に伝えましたので、私は、それ以上、そういう資料を受け取ってどうするというような責務はないと判断した」「伝えるところまでが校長の責務」「私には、根津教諭と同じ立場に立って、市教委に異議申立てをする責務はない」「校長として、教育委員会のそのような内容（＝90分で通えるという判断）をきちんと教師に伝えて、指導するのは責務だと思っています」。

…要するに、教育委員会の言うとおりに所属職員を従わせるのが校長の責務ということだ。では、都教委が定めた内示直後の「苦情申し立て」という手続きはどこに行ってしまうのか…？それとも私にだけは適用させないというのか？

　

　過員が生じたがための、要綱どおりの異動であるはずだった。しかし、嘘で固めた嶋校長の証言と裏づけのない誹謗発言までする山本校長の証言とを冷静に聞いていると、ますます本件異動が都教委方針に基づいた私への嫌がらせ処分であったことが浮き上がってくる。（ここまで４月２８日）
6月末に第2回口頭審理が予定されていたのもかかわらず、突然６月15日付で「審理請求を却下する」との裁決が人事委員会から送達されてきた。「今年4月から立川二中に勤務している」ことがその理由だという。「90分以内」の立川二中になったのだから不利益は解消したということだ。
審理請求をしてから口頭審理が始まるまでにおよそ1年かかるのだから、これでは人事委員会が事実上、不服申し立て・救済処理機関として機能しないということ。どんなに不利益を与えても1年で異動させれば、実質都教委のやりたい放題の異動を可能にさせる。人事委員会がそれを追認すると同じことだ。
　早速対応を考えます。








こうして『君が代』の呪縛で教員と生徒をがんじがらめにしていこうというわけだ。


『生徒の不起立は教育の正しさの現われ』自ら考える生徒が育っていることをこそ誇りにしていきたい。（F）





コラム『生徒の「君が代」拒否は教員の指導力不足？』


2004年春、東京の学校は、大荒れだったが、その中で久しぶりに注目を浴びた言葉が「指導力不足」という言葉だった。いくつかの都立高校で生徒が「君が代」斉唱時に不起立だったことを「教員の指導力が不足している証拠だ」というのだった。


2001年春、生まれたばかりの『指導力不足教員』制度が根津公子さんに適用されようとした。「従軍慰安婦を教えた」「同性愛について教えた」ことと、その問題で『苦情』があったというのがその理由であった。（時には右翼系の議員個人であったりする『匿名氏による苦情』というのは彼らの常套手段であることが、その後、さまざまな事件の中で判明した。）得体の知れない『苦情』とやらは、その後も根津さんに示されることもなく「とにかく『苦情』が出るような授業はいけない」という『掟』のみが一人歩きをしている。


さすれば、反対の苦情が出たときはどうするのか？「従軍慰安婦をきちんと教えないとは何事だ」「同性愛についても教えないとは何事だ」「平和教育をしないとは何事だ」「『日の丸・君が代』の強制をするとは何事だ」


しかし、このような苦情はあっても行政はその存在すら明らかにしない。彼らに都合のいい苦情だけを恣意的に取り上げる、もしくは捏造するのだ。プライバシーを盾にすれば苦情なんて明らかにする必要はないのだから、行政や議員が作り上げた苦情でも構わないのだ。


そしてついに『指導力不足』の本当の狙いがあからさまに示されたのがこの春の都立高校生不起立を口実にした攻撃である。


人間が自らを成長させるものであり、高校生の行動であるにもかかわらず、『指導力不足』と脅しをかける。これは二重の脅しである。教員への脅しであるだけでなく、「生徒が座ると教員が処分される」ということが生徒への脅しになる。
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